チャランケ通信　第96号　2015年1月12日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　先週は、北海道も猛烈な暴風雪に襲われ、除排雪に大わらわの日が続いてしまった。おかげで足腰が鍛えられ、お正月休みの間の運動不足の解消にはなったことは間違いない。
　映画「八甲田山」に見る厳寒の冬山の厳しさに驚愕
　猛烈な暴風雪は、最近ではあまり珍しくないのかもしれないが、11日の午後、今ではやや古い映画(1977年製作)となったのだが、「八甲田山」をBSテレビで放映していたのを見ることができた。この映画には、昨年亡くなった高倉健や大滝秀治をはじめ、多くの有名俳優が登場する。何と、撮影には3年近くかかっており、吹雪の中での現場撮影に及んだと言われている。原作は山岳小説で有名な新田次郎氏の「八甲田山死の彷徨」であり、小説は読んでいたのだが映画は見ていなかったので、改めて無茶な雪中行進の悲惨さを痛感すると同時に、日露戦争直前でも日本陸軍のいい加減さが既に出始めていて、後の日本軍部の退廃を予感させてくれる。それにしても、厳寒の冬山の厳しさに改めてその怖さを痛感した次第である。
　ピケティ『21世紀の資本』読了、「福祉国家」と言うより「社会的国家」を目指すべき目標へ
さて、ようやくピケティの『21世紀の資本』を読み終えた。とはいえ、ひと通り目を通しただけで、オンラインの専門補遺等には目を通していないため、未だ十分に読みこなせたとは言えない。これから、有志を募って『21世紀の資本』勉強会を開催しながら、より深く勉強を続けていきたいものだ、と考えている。
　ただ、ピケティ自身が朝日新聞元旦号のインタビューに応じている次の発言に注目した。それは、資本主義が持っている本質として、放置しておけば格差の拡大が進展することへ、インタビューアーである大野博人論説主幹とピケティ教授の、次のようなそのやり取り、
　　「その手段として資産への累進課税と社会的国家を提案していますね。社会的国家とは福祉国家の事ですか。」(大野)
　　「福祉国家よりももう少し広い意味です。福祉国家と言うと、年金、健康保険、失業手当の制度を備えた国を意味するけれど、社会的国家は、教育にも積極的にかかわる国です」(ピケティ)
　つまり、政府による税や社会保障施策を通ずる「再分配を通じた公平な国づくり」を目指しているわけで、経済学を価値判断抜きの現状肯定の理論経済学ではなく、しっかりとした価値観を明確にした政治経済学として打ち出していることに注目したい。
「パレート最適」を退け、社会的国家と言う目標に向け、再分配政策を軸とした政治経済学の著作だ
ともすれば、経済を「パレート最適」(注)と言う命題で、個人の価値観が入る「分配」の世界を退け、希少資源の「配分」問題に絞って検討してきた従来の主流派経済学に対して、明確に一線を画し、一人の人間としての全人格を傾けた「あるべき社会の在り方」=「社会的国家」を実現するために、政治経済学としてこの書を書き上げたのだとも見て取れる。
もちろん、グローバル化の下、各国が進めている租税引き下げ競争が進められている中、ピケティ教授が思い描かれるような国際的な累進資産課税が簡単に実現できるのかどうか、まだまだ解明されなければならない問題点は多く残っている。しかしながら、何とかして経済学の中で再分配の考え方を広め、国際的な合意にこぎ着けるべく努力していくことが必要になっていることは確かであろう。
(注)パレート最適とは

「所与の資源、技術、嗜好、所得分配のもとで、何か少なくとも一つの経済主体の経済状態を悪化させることなしには、他の経済主体の経済状態をこれ以上向上させることのできない状態をいう。バレート効率性とも呼ばれる。」(ブリタニカ国際大百科事典より)
日本で、ピケティより早く「社会的国家」を目指し「再分配政策の政治経済学」シリーズを5冊刊行した権丈善一慶応義塾大教授
わが日本において、私が知る限りピケティの「社会的国家」という問題意識を一番強く主張してこられ、自身のこれまでの書かれた5冊の著書の表題がいずれも「再分配政策の政治経済学」としてこられた慶応大学教授権丈善一氏であると思う。先ほどの「パレート最適」についての指摘も、権丈教授が書かれた「政策技術学としての経済学を求めて----分配、再分配問題を扱う研究者が見てきた世界」(『atプラス1　資本主義の限界と経済学の限界』2009年8月創刊号　太田出版刊の所収論文)に学んだことが大きい。
又、これまでの発言や書かれたものを今年2月「再分配政策の政治経済学」シリーズのⅥ,Ⅶと一挙に2冊、これまでの5冊同様、慶応義塾大学出版会から発刊されることになっている。大いに期待したいし、これらの本がピケティ同様多くの専門家のみならず、国民の各界各層に広く読まれることを期待したい。
私自身、この立場を全面的に賛成すると同時に、是非ともこの機会に、「社会的国家」実現に向け、政治の場での税制改革や社会保障・教育の充実を支持してもらいたいと思う次第である。
国民の関心が今一つ盛り上がらない中での、民主党代表選擧
さて、民主党の代表選挙であるが、いろいろとマスコミも注目して取り上げてもらっているのだが、総選挙で100名にも及ばない当選者しか出せなかったこともあり、今一つ盛り上がりに欠けているようだ。サポーター党員の数も、有権者の約1%である100万人の大台にも及んでおらず、国民の中から選んだ代表とするにはあまりにも程遠い現実がある。
長妻候補、厚労大臣時代に年金「運用３号問題」の責任を担当課長に押し付け
そうした中で、どうしても問題だと思われるのが長妻候補であり、長妻氏が今から4年前の厚労大臣時代にしでかした問題の責任の取り方について触れざるを得ない。それは、長妻氏が得意(?!)とする年金問題であり、サラリーマンの妻を主な対象にした年金の「3号被保険者」の扱いである。いわゆる「運用３号問題」である。

それは、夫が脱サラをしたり本人の収入が多くなったりして3号被保険者から1号に切り替えなければならなくなったにもかかわらず、本人が届けずに3号のままになっている人が数十万人から100万人もいることが判明し、厚労省として「年金記録回復委員会」の場で検討し、2011年1月からこうした人たちに最近2年分の保険料を請求するが、それ以前は夫がサラリーマンを辞めるなど3号に該当しない期間でも3号と認めることにする担当課長通達を出してしまった。当然のこととして、きちんと届け出をして1号に切り替え、保険料を納めてきた人に比べて不公平になる、と言う批判が出てきた。つまり、保険料を納めなくても年金が受け取れる、と言う不公平な問題を認めたことになるわけで、到底許されるべきことではない。
代表選挙への出馬すること自体、許されるべきことなのか
その後種々な動きがあったようだが、最終的には、厚生労働省の責任を認め、法律を出して運用3号問題を不公平にならないように進めたようだが、もう一つ、そういう通達を出した責任者の処分として、通達を出した課長が処分されたのだ。果たして、課長は自分一人の判断でこのような通達を出したのだろうか。当然、厚生労働省の責任者である長妻厚労大臣こそ責任を問われてしかるべきであるにもかかわらず、長妻氏は無罪放免となっているのだ。長妻氏は、この問題について「当時の私の判断としてはベスト」と言うコメントを出したそうだが、このような無責任な人物が、民主党の代表としてふさわしいとは思えないのだ。
問題は,2011年3月11日東日本大震災が起きて、注目度低下へ
この問題は、2011年3月11日の東日本大震災があったため、多くの国民や民主党の党員・国会議員にもあまり注目されなかったのだが、役人の中では、民主党の政治家は「問題が起きたら、本来責任ある政治家が責任を取るべきなのに、部下の役人だけに責任を負わせるというのが政治主導なのか」という批判が渦巻いていたという。それだけに、やはり重大な問題としてきちんと総括すべき問題であろう。とても、代表選挙におめおめと立候補できる人材とは思えないのだ。
　ほかの候補についても、いろいろと問題を感ずることはあるのだが、それは政策論の問題であったり、個人的な資質の問題であったりするものの、長妻氏のような重大な責任問題とまで言えない。それらの点については、代表になられれば、いずれ論点として取り上げざるを得ないのだが、先送りにしておきたい。
　それにしても、フランスでのイスラム原理主義者達によるテロ攻撃、民主主義国家として到底許せない暴挙であり、国際的な反テロ活動の運動を全面的に展開すべきときだろう。
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